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盛土等規制区域指定事業について 
都 市 計 画 課  

 

１ 概要 

・盛土等による災害から国民の生命・身体を守るため、土地の

用途（宅地、森林、農地等）にかかわらず、危険な盛土等を

全国一律の基準で包括的に規制する「宅地造成及び特定盛

土等規制法」（通称「盛土規制法」）が、令和５年５月に施行。 

・県では、昨年度から盛土規制法に基づく基礎調査を実施し

ており、令和７年度の規制区域指定に向けて作業を進めて

いる。 

 

２ 規制区域 

・盛土等により人家等に被害を及ぼしうる区域を規制区域と

して指定。 

 

 

（１） 宅地造成等工事規制区域 

・都市計画区域 

・集落の区域 

・その他関係地方公共団体の長が必要と認める区域 

・上記の区域に隣接・近接する区域 

（２）特定盛土等規制区域 

  ・盛土等の崩落により流出した土砂が、土石流となって渓

流等を流下し、保全対象の存する土地の区域に到達する

ことが想定される渓流等の上流域 

・盛土等の崩落により隣接・近接する保全対象の存する土

地の区域に土砂の流出が想定される区域 等 

・土砂災害発生の危険性を有する区域 等 

 

 

 

３ 今後のスケジュール 

・１１月まで 基礎調査のまとめ 

・１２月   関係市町村長へ基礎調査結果の通知 

・１２～１月 基礎調査結果（規制区域案）の公表 

・１～２月  関係市町村長への意見聴取 

 ・令和７年度 規制区域の指定（公示） 

 
特定盛土等規制区域 
市街地や集落などから離れている

ものの、地形等の条件から、盛土等

が行われれば人家等に危害を及ぼ

しうるエリア等 
【保全対象】市街地・集落等のほか、人が居住し又は活動を日常的に

行う蓋然性の高い人家や施設等の存する土地など（商業施設、工場、

公園・運動場、山小屋、農地、採草放牧地、森林、道路、鉄道等） 

宅地造成等工事規制区域 
市街地や集落、その周辺など、

盛土等が行われれば人家等に

危害を及ぼしうるエリア 
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【参考】許可対象となる盛土等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●道路、公園、河川等の公共施設内で行われる盛土等については、盛土規制法の規制対象外。 

  また、例えば、以下のような場合（災害の発生のおそれがないと認められる工事等）は、許可手続き不要。 

  ・採石法、砂利採取法等の認可による工事、土地改良法に規定する土地改良事業、森林の施業を実施するための作業路網の整備工事 

  ・国、地方公共団体等が非常災害のために必要な応急措置として行う工事 

  ・土石の堆積を行う土地の面積が 300 ㎡を超えないもの 

・工事の施行に付随して行われるものであって、工事の現場又はその付近における土石の堆積 
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クルーズ列車の運行に係る課題と今後の対応について 
港 湾 空 港 課  

 

１ 概要 

・クルーズ船寄港時における、秋田市中心市街地までの輸送

手段の確保を目的に、平成２９年度より、県、秋田市及びＪ

Ｒ東日本秋田支社が連携し、秋田港駅から秋田駅までの間

でクルーズ列車を運行している。 
・このうち、ＪＲ貨物が鉄道施設を所有する秋田港駅から土

崎駅までの奥羽線（土崎・秋田港）においては、令和３年３

月に、経営的な判断により貨物輸送が終了した。 
・ＪＲ貨物は、令和８年３月までは鉄道施設を維持すること

とし、クルーズ列車の運行に協力を表明している。 
・令和８年４月以降のクルーズ列車の運行継続又は廃止につ

いて、方針決定が必要となっている。 
  
２ クルーズ列車の運行等 

（１）運行 

・日本籍船及び乗客数が概ね２千人以上の外国籍船が寄港す 

る場合に運行 

 ・令和６年は、１６回の運行を予定 

（２）利用実績（往復の利用状況） 

年 運行日数 運行本数 延べ乗車人数 
平成２９年 ４ １０ ４１７ 
平成３０年 １２ ９１ ４，８１３ 
令和元年 １５ １１０ ４，５８９ 
令和４年 ３ １５ ２４６ 
令和５年 １４ ８７ １０，０２５ 

令和６年（※） ７ ４８ ５，１２７ 

  ※８月末現在 

 

３ 課題 

（１） 運行を継続する場合 

 ・費用負担を含む運行実施体制の検討 
  ①鉄道施設等の取得や設備更新等、初期投資に係る費用 

（約８億円） 
②鉄道施設の保守点検等、年間の維持管理に係る費用 

（約７千万円／年） 
  ③鉄道施設の全面的な更新又は撤去に係る将来的な費用 
（２）運行を廃止する場合 

 ・クルーズ列車に代わる輸送手段の確保 
 
４ 今後の対応方針 

 ・あきたクルーズ振興協議会等の受入関係者、クルーズ船社 
及びランドオペレーター（※）に対して現状の課題を説明 

 ・意見等を聴き取りの上、県、秋田市及びＪＲ東日本秋田支

社の三者が協議を行い、総合的に判断 
  
 ※ランドオペレーター 
   クルーズ船社等からの依頼を受けて、移動手段、食事及

びガイド等を予約・手配する専門会社 
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【参考資料】クルーズ列車　全体図

秋田港駅

青森・男鹿方面

JR土崎駅

1.8km
※JR貨物所有

旧秋田臨海鉄道

運行：ＪＲ秋田支社

奥羽本線

7.1㎞

奥羽線

（土崎・秋田港）1.8㎞

ＪＲ貨物 ＪＲ秋田支社

JR

土崎駅

JR

秋田駅
秋田港駅

資産保有・保守

ｸﾙｰｽﾞ列車運行

クルーズ列車とＪＲ貨物との関係

秋田港駅

ポートタワーセリオン
道の駅あきた港

クルーズ船

JR秋田駅

待合所 屋根付き通路・ホーム
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